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　 1 ．委 員会設置 の 背 景 と目的

　 コ ン ク リートの 非破壊 試験 法 は、従 来老朽構造物や被災構 造物の 耐力判定の た め の補助 的手段

として 用 い られ る こ と が多か っ た が 、 最近 に な っ て コ ン ク リ ートの 品質 管理 の 手段 と して も活用

され る よ うに な っ て きた 。 た と えば 、構造体 コ ン ク リ
ートの 強度管理 、型枠 の 脱型 時期 や プ レ ス

ト レ ス の 導入 時期 の 判定 な ど 、比 較 的 早 期材令 下 で の 強 度推定 法 と し て の 利用 で あ る 。
い ずれ に

し て も、こ れ ら の 応用分野 は 、強度 を推 定す る こ と が 主 目的で あ り、
コ ン ク リー トの 非破壊試 験

法の 主 要な役割は 、依 然 と
’
して こ の 点 に あ る 。

　一
方、各種測定機 器 の 開発 や 解析 技術 の 急速 な 進展 に よ っ て 、サ ーモ グ ラ フ ィ

ー法 （赤外線 映

像解析 法）、電磁 波 レ
ーダ 法 、 超 音波 ス ペ ク トロ ス コ ピ ー法、ア コ

ース テ ィ ッ ク ・エ ミ ッ シ ョ ン

（AE ）法 な ど の よ うに 、コ ン ク リ ートの 内部状 態 を非破壊 的に 探査す る た め の 各種 の 方法が提

案 さ れ 、 既 に
一

部 実用 に 供 さ れ て い る 。 しか し 、
こ れ ら の 方法は 、ま だ研究途 上 に あ り、結果 の

判定 に つ い て は 測 定技 術者 の 個 人 的経験 に 委 ね ら れ る 場 合 が 多 く、非破 壊試験法 に 対 す る信頼 性

の 低下 を招 く よ うな 事態 も発 生 して い る 。 ま た 、 最近 、
コ ン ク リー トの 耐久性劣化 が大 きな社 会

問題 とな り、劣化度 診断 を要 す る コ ン ク リ
ー ト系構造物 が 急増 し て い る 。

　 「コ ン ク リ ート の 非破壊試 験法研 究委 員会」は 、上 記 の よ うな 状況 を踏 まえ て 、各種 非破壊 試

験法 に 関す る 資料 の 収集を行 っ て 問題点 を明 ら か に す るとと もに 、標準 的な 試験方法 （試案） を

提 案す る こ と を 目的と して 1989 年 に 発足 し、　「強度推定法」 、　「弾性波法」 お よ び 「電 磁波法」

の 3 つ の ワ ーキ ン グ グ ル ープ （WG ） を設 け て 、 活発 な調査 ・研 究活動 を行 っ て きた 。 1992 年 3

月ま で に 、
14回 の 本 委 員会 と45 回 の WG を 開催 し て きた が 、以 下 に 本委貝 会の 活動状 況 と本委 員

会 で 作 成 し た各種試験方法 （試 案）の 概 要 を示す 。

2 ．委 員会 の 構成

（委 員 長 〉　 谷 川
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山中勘詞郎 （富士物 産）
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省二 （立命館 大学 ）

政康 （熊本 大 学）

務 　 （電気 通信 大学）

義明 （ク レ オ ）

和夫 （愛知工 業大学 ）

恵哲 （岐阜大学）

茂 （ビ ル ドッ ク）

勝 紀 （中 日本 航 空）

良平 （コ ン ス テ ッ ク）
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　 3 ．委 員会 活 動 の 概 要

　 3 ． 1　 シ ン ポ ジウ ム ・コ ン フ ァ レ ン ス の 開催

（1 ） シ ン ポ ジ ウ ム の 開催

　本 委 員 会活動 の
一

環 と し て 、　 「コ ン ク リ ー トの 非破 壊試 験法 に 関す る シ ン ポ ジ ウ ム 」 を1991

年 4月 12 日 に 日本 大学会 館 に お い て 開 催 し た。当 日 の 参加者 は 約 380 名 で あ り、 本委員会 の 審査

を経て 、 採択 さ れ た 22 編 の 論 文 （強度 推定 法 ：5編 、 ひ び 割れ判 定方法 ：6編、内 部探査 法 ：6編、

鉄筋 腐 食 ・劣化度 診断方 法 ：5編 ）が発表 さ れ た 。
い す れ も 、

コ ン ク リ ートの 非破壊試験方 法の

進 展 に 寄与 し うる 質 の 高 い 論 文 で あ り、活発 な質疑応答 が 展 開さ れ た
。 ま た 、 当日 は会場 ロ ビ ー

に お い て 非破壊試験用機器の 展示 が行わ れ 、多 くの 関 心 が 寄 せ られ た 。

　本 シ ン ポ ジ ウ ム の概 況に つ い て は 、1991 年9 月号 の コ ン ク リ
ー

ト工 学誌 に 掲 載 され て い るの で

参照 さ れ た い 。

（2 ） コ ン フ ァ レ ン ス の 開催

　最近 、サ ーモ グ ラ フ ィ
ー法が 有力な 非破壊試験技術 と し て コ ン ク リ

ー
ト分野 で も広範囲 に 利 用

さ れ つ つ あ る 。 こ の 方 法 は、打音法 や 超 音波 法と は 異 な り、仕上 げ材 の 剥離や コ ン ク リ
ート内部

の 欠陥 が 非接 触 で 面 的 に 測 定 で き、か つ 視覚 的 に 判断 で き る と い う優 れ た 特徴 を持 つ が 、基礎 的

な 研究 成 果 の 蓄積 が な い まま、実用化 が 先行 した た め に、実際 の 調査 に 際 し て 混乱 を招 い て い る 。

　本委 員会 で は 、サ ーモ グ ラ フ ィ
ー法 の 長所 を有効 に 活用 し 、 そ の 健 全 な発展 を促 進す る こ と を

意図 して 、特 に サ
ー

モ グ ラ フ ィ
ー法 の み に 限 定 した コ ン フ ァ レ ン ス を1992 年4 月28 日 に 日本都市

セ ン ターに お い て 開催 し た 。 当 日 は、本方法 の コ ン ク リー ト 構造 物 へ の 適用 に 関 する 10編の 論

文 が 発 表 さ れ 、ま た、サ ーモ グ ラ フ ィ
ー法 に 関す る わ が 国 の 先導的 な 研 究者 で あ る 防衛 庁技術 研

究本部 の 増谷 光 正氏 に よ る 「防衛技術 に お け る赤外線装置の利用」 と 題する特別講演が 行わ れ た 。

　 3． 2　 技術 の 現状 の と り ま とめ

　コ ン ク リー トの 非破壊試験 法 に 関す る 技術 の 現状 の と りま とめ を行 い 、 「委員会 報告書」 と し

て 刊 行 し た 。 そ の 内 容 は 、 1．総論 、 2．強度 推定 法 、 3．弾性 波法 、 4．電磁 波法、5．あ と が き、お よ

び付録 （総頁 数243 頁 ）か ら な り、内外 の 数多 くの 文献 を 整 理 ・
分類 し て 技術 の 現 状 と 問 題点 を

明 ら か に し た 。

　 3． 3　 各種 試験方 法 （試案 ） の 作成

　わ が 国 で は 、コ ン ク リー トの 各種非破壊試験 方法 に 関 す る 規 準化 が 遅 れ て い る が 、 本委員会 で

は 、 現段階 で 規準 化 の 要 求が 強 い 7 つ の 試験 方法 （そ の うち 1つ は 、試 験 装 置に 関す る もの ）に

つ い て 試案 を作成 し た （そ れ ら の 概 要 に つ い て は 、 次章参照） 。

　試案 の 作成 に 際 して は 、内外 の 数多 くの 実験例 を参考に す る と と も に 、 確認実験 を 実施 した 。

今後 さ ら に 実験 デ ータ を蓄 積 し、ま た 、幅広 い 立場か ら の 意見 を い た だ い た 上 で 、JC 槻 準 と し

て 成案化 した い と 考 え て い る 。

　 3 ． 4　 講習会の 開催

　上記の 「技術 の 現状」お よ び 「各種 試験方 法 （試案）」に関する講習会 を 1992 年4月27 日に 日

本都市 セ ン タ ーで 開催 し た 。 募集人数 を は る か に 超える参加 申込者 があ り、盛況 の うち に 終了 し

た 。
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　 4 ．各種 試験方 法 （試案）の概要

　本委員 会 で 作成 した 試案は 、本 文お よ び解説 か ら な り、参考 デ
ータ な ど も含め て 適用の便を 図

っ て い る が 、
こ こ で は 紙数 の 都合 上 、そ の 概要 の み を 示す に 留め る 。詳 細 に つ い て は 、 「委員会

報告 書 」 を参照 さ れ た い
。

　 4 ． 1　 硬 化 コ ン ク リ
ートの 引抜 き試験方法 （試案 ）

（1 ）試案作成 の 背景 と 目的

　 引抜 き試験 は 、 コ ン ク リ
ー トの 強度推 定を目的 と し た 局 部破壊試験 で あ り、構 造 体 コ ン クリ

ー

トの 強 度管理 へ の 応用 が 可 能で あ る 。 既 に ア メ リ カ で は 標 準化 が 行 わ れ て い る （ASTM 　C900 ） 。

（2 ）試案 の 目次

　　　 1 ．適 用 範囲 　　　　　 　 4 ．試 験方法

　　　 2 ．試験 装置　　　　　　　 5 ．記　録

　　　 3 ．試験位 置の 選定　　　　付録 ：強度推 定式 を 求め る た め の 較正 試験

（3 ）試案 の 概 要

　 （a ）適用範囲

　本試 案 は、引抜 き耐力 の 測 定方 法に つ

い て 規 定 す る も の で 、圧 縮 強 度 の 絶対値 　　 Vy グ

を推定 す る方法 に つ い て 規定す る もの で

は な い 。強度 推 定 に は 、付 録 に 示 す較正

　 （b ）試験装 置 　　　　 ．　　　　　　　　　 図
一 1　引抜 き試験 装 置

　試験 装置 は 、埋 込 み 具 、載 荷装置 お よ び 荷 重計測装置 か ら な り、各々 の 寸法は 、 図一 1 に 示す

よう にAST 痘規 格 に 準 じて い る 。 た だ し 、 加力 プ レー トの直径 は 粗 骨材最大寸法 に応 じて 制限 を

加え、また 、 反 カリ ン グ の 内径 や埋込み 深 さ の 標準値 を与 え て 、 装置寸法の 共通化 を図 っ た 。

　 （c ）試験位置 の 選定

　引抜 き 試験 は 、 コ ン ク リ
ー

ト端 面 の へ りあ きや鉄筋 の 影響 の な い 位置 で 、可 能な 限 り隣接 し た

箇所 で 行 う。 試験 回 数は 、
コ ア シ リ ン ダ ー

の圧縮 試験 と 同 等 の変動 とな る よ う4回以上 とす る 。

　 （d ）試験方法

　載荷 は 、所 定 の 速度 で 最大 耐力 ま で 連続的 に 行 うが 、 埋 込 み 具 の 回収 を要 し なけれ ば、コ ン ク

リー ト コ
ー

ン を抜 き出す必要 は な く、最大耐力を確認後試験 を終了 し て よ い 。

　 （e ）記録

　試験位 置 、 試験 し た コ ン ク リート表 面 の 状 態、埋込 み具 の 寸法、引抜 き耐 力、試験 時の 異常、

コ ン ク リ
ー

トの 養生 条件 や 乾湿 状態、お よ び 特記す べ き事項 を記録す る。

　 （f ）付録 ：強度推定式を求 め る た め の 較正試験

　較正 試験 に は 梁状試験体 を 用 V丶 圧縮 強度 が 適 当 な 間隔 に な る よ うな 材令 に お い て 引抜 き試 験

と コ ア シ リ ン ダ ー
圧 縮試験 を行 う。

こ れ ら の 結果の 回 帰分 析 か ら、次 式 の 強度推 定式を求 め る 。

　　　・
。p

・ eB
° ・PB’

　 　 こ こ に ・ ・
。 p

：推定圧縮 強度・P ：引 抜 謝 力
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　 4 ． 2　 超音 波 パ ル ス 伝播速 度 の 標 準測定方 法 （試案 ）

（1 ）試案作成 の 背 景 と 目的

　超音 波法 は 、 反発 硬度法 と並 ん で 最 も
一

般 的 な 非破壊試験 法 と し て 多用 さ れ て い る に もかか わ

らず 、
わ が 国 で は 、

こ の 方法 に 関す る 規 格 が 制定 され て い な い 。 そ の た め、本 委員会で は 、
コ ン

ク リー トの 品質、品質 の ば ら つ き、内部欠陥、ひ び割れ 深 さ な ど を 評価 す る 際 に 必 要 と な る超 音

波パ ル ス の伝播速度の 標準的な測 定方法に関 す る試案 を作 成 す る こ と と し た 。

（2）試案 の 目次

　　　 1 ．適 用範 囲　　　　　　 4 ．伝播速度測定面 の手入 れ 　　　7 ．伝 播 速度 の 計算

　　　 2 ．用　語　　　　　　　　5 ．接触媒体　　　　　　　　　　 8 ．適用 の 限界

　　　 3 ．装 置 　 　 　 　 　 6 ．測 定 　 　 　 　 　 　 　9 ．記 録

（3）試案 の 概 要

　 （a ）適用範 囲

　本試案は、 コ ン ク リ
ー

ト中 の 縦波 パ ル ス の 伝播速度 を測定す る場合 に 適用 す る 。

　 （b ）装置

　本 試 案 に 従 っ て 伝播速度を 測定す る 場 合 、 超音 波 パ ル ス の 放射 装置 ， 伝播時間を計測する装 置

な ら び に 伝 播 時間 を較正す る 装置 、の 3 点 が 必要 と な る 。 な お 、伝 播時 間計測装 置は O．lps の 分

解 能を有する もの 、 超音波パ ル ス 放射装 置 は 印加電圧 500V 以上、 ス イ ッ チ 回路作動 時間 3ps 以 下

の もの が 望 ま しい 。

　 （c ）伝 播速度 測定面 の 手入 れ

　測定 面 は 研磨 す る か、ま た は モ ル タ ル な ど を 用 い て 平滑 に しな け れ ば な ら な い 。

　 （d ）接触媒体

　振 動子 と測定面 の 間に 空隙が 生 じな い よ うに 、 グ リ
ー

ス な ど を

用 い て 十分密着 させ る 。

　 （e ）測定

　測定 は 以 下 の手順 で行 う。

　 1．較正棒 な ど を用 い て 伝 播速度 の 較 正 を行 う。

　 2．振動 子を配 置す る 。 配 置方法 は、場 所 や 目的 を考慮 し、図 一

2 に 示 す よう に、対 称法 、斜角法、表面法の い ず れ か とす る 。

　 3．伝播 時間 を数 回測 定 し、そ の 最小 時 間 を伝播時間 T （有 効数

字 3桁 以 上 ） と す る 。

　 4．振動子 の 中心 距離 L を ± O．5 ％ 以 下 の 精度 で 測定す る 。

　 （f）伝 播速度の 計算

　伝播速度 は 、 v ＝LIT に よ っ て 有効数字 3桁 ま で 求 め る 。

　 （g ）適用の 限界

　特 性 の 異 な る 装 置で 測 定 し た 場合 や 、形状 ・
寸法 な ど が 異 な る

対 象物 を測 定 した場 合 の 伝播 速 度の 相互比較 に は適用で き な い 。

　 （h ）記録

　測 定の 日 時 ・場所 、
コ ン ク リ

ー トの 配 （調 ）合 ・材令、振動子

の 配 置方法 、 装 置 の 特性 、振動 子 中心 間 距離 、 伝播時間、伝播速

度 な ど を記録 する 。
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　 4 ． 3　超 音波法 に よ る コ ン ク リ
ー

トの 表 面 ひ び 割 れ深 さ測定方 法 （試案 ）

　（1 ）試案作成 の 背 景 と 目的

　 超 音波法 に よ っ て コ ン ク リ
ー トの ひ び割 れ深 さ を測定す る方法 に つ い て は、既 にBS、　 RILEM

な ど で 規格が 策定 さ れ て い る 。 本 委員会 で は、人工 ひ び割 れを持 つ 供 試体 に 関す る実験結 果 に 基

づ い て 、20cm 程度 ま で の 表面 ひ び 割 れ 深 さ の 測 定方法 に 関 す る 試案 を作 成 し た。

　（2 ）試案の 目次

　　　 1 ．適 用範 囲　 　　　　　 4 ．ひ び割れ 深 さ の 測 定　 　　　　6 ．適用の 限界

　　　 2 ．装　置　　　　　　　　5 ．ひ び割れ の 傾斜 の 確 認　　　　 7 ．記　録

　　　 3 ．測 定面 の 手入 れ お よ び 接触 媒体

　（3 ）試案 の 概要

　 （a ）適用範囲

　本試案 は 、超 音波法 に よ り コ ン ク リ
ー ト表 面 に 直角 な ひ び 割 れ 深 さ を 測 定す る 場 合 に 適 用 す る。

　 （b ）装置

　 伝播速度の計測に は 、 受信波 観察方式の 計 測装置を用 い る 。

　 （c ）測定面 の 手 入 れお よび接触媒体

　 測定面 を 平滑 に す る 際、研磨 材や 接 触媒体 な ど で ひ び 割 れ を閉塞 さ せ て は な ら な い 。

　 （d ）ひ び割れ 深 さ の 測定

　測定 は、以下 の 手順 で 行 う。

　 1．発侶 子 と受信子 を図
一 3 に 示す よ うに ，ひ び

割 れ か ら等距離 の 位 置 al お よ び a2 ← 2ai ）に 配 置す

る 。

　 2．同 一
位 置で 伝 播時 間 を数 回測 定す る 。 な お、

伝 播時 間 の 再現精度 は 1％ 以 下 と す る 。

　3．振動 子中心 か ら ひ び割れ ま で の 距 離 al 、　a2 を

± 1mm 以下 の 精 度で 測定す る 。

　4
：
ひ び 割 れ 深 さ y は 、 距離 apa2 で の 伝 播 時 間

Tl 、　 T2 を基 に 下式 に よ り求 め る。　　　　　　　　　　　 図 一 3　振動 子 の 配 置方法

　　　　　　　 4Tl， ．T量
　 　 　 y ；alX

　　　　　　　　媛．Ti

　 （e ）ひび割 れ の 傾 斜 の 確 認

　 ひ び 割 れ が 表面 に 対 し て 傾斜 し て い る か 否か を確認す る 。 傾斜 し て い る場合は 、 本試案は 適用

で きな い 。

　 （f ）適用 の 限界

　本試案 に よ っ て 得 ら れ た ひ び 割 れ 深 さ は、測定位置近傍 で の 最小 深 さ で あ る 。

　 （9 ）記録

　測定の 日 時 ・場 所、 コ ン ク リ ートの 配 （調）合 ・材 令、振動子 の 配置方法 、 装置 の 特性 、 ひ び

割 れか ら振動子 中心 ま で の 距離 、 伝播時間 、 ひ び割れ 深 さ な ど を記録する 。

’
　　 82 ＝ 281 a3 ＝ 28L

日

魯1 ＆菖

TT　 l ・ TR
，

1　 　 ＼

　 　 　 　 丶
　 　 　 　 ＼
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　 4 ．4　 超音波法 に よ る コ ン ク リ ー ト内部の 空隙 お よび鉄筋 位置 測定方法 （試案 ）

（1） 試 案 作成 の 背 景 と 目的

　近年 、超 音波計 測技術 お よ び デ ータ処理 方法 の 向上 に と もな っ て 、コ ン ク リ
ー

ト内部 の 介在物

か ら の 反射 エ コ ー
の 抽出精 度 も徐 々 に 向上 しつ つ あ る 。 そ の た め 、超音 波法 に よ っ て コ ン ク リ

ー

ト内 部の 空隙 お よ び鉄筋位置 を探査す る た め の 試験 手順 に 関す る試案 を作成 す る こ とと，し た 。

（2 ）試案 の 目次

　　　 1 ．適 用範囲　　　　　　　4 ．測 定面 の 手入 れ　　　　7 ．適 用 の 限 界

　　　 2 ．原　 理　　　　　　　　5．接触媒体　　　　　　　8 ．記 　録

　　　 3 ．装 置 　 　 　 　 6 。測 定

（3 ）試案 の 概要

　 （a ）適 用範囲

　本試案は 、 超音波測定技法 の うち 、 反射 法 と共振法 と を複合 さ せ た方法 を 用 い て コ ン ク リ
ー ト

内部 に 存在 す る 介在 物 の 位 置 を 測定す る 場合 に 適用 す る 。

　 （b ）原 理

　本測 定方法は 、 各種 の 複合 反射 波 を含む 計測 デ ータ か ら、対象 とする介在物か らの 反射 波 の み

を 抽 出 し や す い よ う に 工 夫 し て 、そ の 到 達 時間 を 求 め よ う と す る も の で 、反 射 波 の 到達 時間t と

1 次共振周 波数f1と の 間 に 、　 t＝11fl の 関 係 が あ る こ と を利 用 して 算定する 方法 で あ る 。 し た が っ

て 、測定面 か ら介 在物 ま で の 距 離dは、超音 波縦 波伝播 速度 をV1 とす る と、d＝ い V112 な る 式を

用 い る こ と に よ っ て 求 まる 。

　 （c ）装 置

　計測 シ ス テ ム は、基本 的 に は 1．超 音波 パ ル ス 発生装置、2．超音波 エ コ
ー受信 装置、3．周波 数解

析装 置 と か ら構成 さ れ て い る も の と す る 。

　 （d ）測定面 の 手 入 れ

　測定 面 が 平滑 で な い 場合 に は 、測 定面 を研 磨す る か、石膏 、 急結セ メ ン ト、速硬 性 エ ポ キ シ モ

ル タ ル な どの充填材 を用 い て 平 滑 に す る 。 た だ し、 充填材 の 厚 さは 、で き る だけ薄 くする 。

　 （e　）　接角虫媒体

　振動 子 と測定面 との 間 に 空 隙 が生 じな い よ う に、水、油 、 グ リ ー
ス な ど の 粘性材料 あ る い は両

面 テ
ープ を用 い て 、 振動子 を 測 定面 に 密 着さ せ る。

　 （f ）測定

　 コ ン ク リ ート内部 に 存在す る 介在物 の 位 置を探査す る た め に 、 対象 コ ン ク リ
ー

トの 超 音 波縦波

伝播速度V1 と介在物か ら の 反 射波 の 到 達 時間 に 対 応 した 1 次共振周波数flを 測定す る 。 な お 、 1

次共振 周 波数flの 測定 に は、受信波形 の フ
ーリ エ ス ペ ク トル か ら 求め る 方 法 を採 用す る。

　 （g ）適用 の 限界

　本試 案 に よ る 介 在 物位 置 の 推 定精度 は 、介在物 の 大 き さ 、 測定対象物 の 形状 、 介在 物 の 種 類、

使用 し た振動子 の 特性な ど の 影響 を受け る た め、結 果 の 評価 に 際 し て は 、こ れ ら の 影響 に つ い て

十分 に検討する必要 が あ る 。

　 （h ）記録

　測定 の 日時 ・場所 、測定対 象 物 の 状 況 、測 定 面 の 状 況 、 使用 装置、測 定結果 な ど を 記録 す る 。
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　 4 ． 5　 コ ン ク リ
ー トに お け る AE 試験方 法 （試案）

（1） 試案作成 の 背景 と 目的

　AE 計 測 法は 、 材料 内部 の 欠陥検 出法 と して 広 く利 用 さ れ つ つ あ る が 、 コ ン ク リー ト工 学 の 分

野 で は 、 そ の 計 測 手順 に 関 して も標準化 さ れ て い な い 。 そ の た め 、 本委員会 で は 、 試験結 果 の 比

較 な ど を容易に す る こ とを 目的と し て 、ひ び割 れ の 発 生 時に 生 じ る 弾性 波 を AE 波 と定義 し、外

力下 で の ひ び割 れ進展 を検出す る た め の 計 測 方法 と し て 、AE の 標準的な測 定方法 （試案） を作

成する こ と と した 。

（2 ）試案 の 目次

　　 　1 ．適 用 範囲

　　 　2 ．用　 語

　　　3 ．AE 計測装 置

　　　4 ．AE 変換子 の 感度較正

　　　5 ．AE 変換子 の 取付 け

（3 ）試案の 概 要

　（a ）適用範囲

6．試験時 の AE 変換子 の 配置 と感度 設定

7 ，AE パ ラ メ
ータ と そ の 表 示

8 ．適用 の 限界

9 ．記　録

付 録 ：AE 関連用 語 と そ の 意味

　本 試案は 、 コ ン ク リ ート内 部 の ひ び割れ 発生 の 検出 を 目的 と し て 、AE 現象 を測定す る場合 に

適用 す る 。

　 （b ）AE 計測装 置

　AE 計 測 装 置 に は 、AE 変換子 （セ ン サ
ー

） 、 前置増幅器 （プリ ア ン プ） 、 主増 幅器 （メ イ ン ア
．

ン プ）お よ び 淀過器 （フ ィ ル タ
ー

） が含 ま れ て い る もの と す る 。

　 （c ）AE 変換子 の 感度較 正 、取付 け お よ び 配 置

　AE 変換子 自身 お よ び シ ス テ ム と し て構成 し た 場合 の 感度 の 較正 方法 （図
一4 参照）と取付 け ・

配置方 法 に つ い て規定 した 。 ま た 、 距離減衰 を考慮 し た変換子 の 配置 方法 に つ い て も解 説 した 。

　 （d ）AE パ ラ メ ータ

　計 測 時の
一

般 的 な AE パ ラ メ
ー

タ と し て 、

AE の 発 生頻 度、最大振 幅 分布 、 波形ス ペ ク ト

ル、 エ ネ ル ギ ーな ど を取 り上 げ 、 そ れ ら の 表

示方法 を例 示 した 。

　 （e ）適用 の 限 界

　本 試案 は 、
コ ン ク リ

ートの AE 計測 方 法 に つ

い て の み 規定 し た もの で あ り、劣化 診 断 な ど

にAE 法 を適用す る 場合 に つ い て 定 め た も の で

は な い 。

　 （f ）記録

　測定の 日時 ・場所 、 測定対象 物 の 状況 、AE

変換子 の 配 置 図 、計測 装置 の 全 体図お よ び 使

用 装 置 、 AE 発生 要因、検 出パ ラ メ ータ、計 測

結 果 な ど を記録 す る 。

フ 7 ン ク シ ョ ン

ジ X ネ レ ータ

7 ア ン クシ g ン

ジ ェ ネレ ータ

縞合材

（a ）Face　to　Face方法

AEセ ン サ

AEill−Xlシ ス テ ム

AE セ ン サ

：共」血コ ン ク リ
ートブ ロ ッ ク

（b）相射的 計測方法

図
一 4　 AE 変換子 の 感度 較正試 験方法
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　 4． 6　 建物 外壁調 査用赤外線映像装置 に 関 す る 規準 （試案 ）

（1 ）試案作成の 背景 と 目的

　赤外 線 映像装 置 に よ る建物外壁 調査 の 適用限界 は 、 映像装 置そ の もの の 性 能 ・構 成 に よ り大 き

く左 右 され る 。 そ の た め 、 4 ． 7 で 述 べ る サ ーモ グ ラ フ ィ
ー

法 に よる建物外壁調 査方法 （試案 ）

の 信 頼 性を 高め る こ と を目的 と して 、赤 外線映像 装置 の 性能 、構 成 な ど に 関 す る 試 案を作 成す る

こ と と し た 。

（2 ）試案 の 目次

　　　 1 ．適 用 範囲 　　　　　　 3．性 　能

　　　 2 ．用 語 　 　 　 　 　 4 ．構 成

（3 ）試案 の 概 要

　 （a ） 適用範 囲

　本 試案 は 、 建物仕 上 げ面 の 表面温度 を測定す る こ と に よ っ て 、剥離 部 を検 出 す る た め の 赤外線

映像 装 置 に つ い て 規定 し た もの で あ る 。

　 （b ）用語

　本 試案 に お い て 疑義 を 生 じ な い た め の 必要最小 限 の 用語 （熱 画像 、最小検知温 度差 、 瞬時視 野 、

水平解 像 度、温度 幅 、走 査線数 、フ レ
ーム タ イ ム な ど）に つ い て 定義 し た。

　 （c ）性能

　赤外 線映像装 置 の 性能 と して は 、 以 下 の 範囲 を 標準 と す る 。

　1．最小検 知温度差 ：0．1℃以下　　　　　4．視野 ：7度以 上

　2．瞬 時視 野 ：2．5rnrad以 下 　
−
　　　　　 5．温度幅 ：20℃ 以下

　 3．走査線 数 ：100 本 以 上　　　　　　　　6．階調 ま た は 色相 ：10 以上

　 （d ）構成

　赤外線 映像装 置 の 基本 的 な 構 成要素 を 図
一 5 に 示 す。

⇒
…

　

赤

図
一5　 赤外線映像 装置 の 基本 構成
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　 4 ． 7　 サ ーモ グラ フ ィ
ー

法 によ る 建物外壁調 査方法 （試案 ）

（1 ） 試案作成 の 背景 と 目的

　最近 、 サ ーモ グ ラ フ ィ
ー法 が 建物 の 外壁 調査 方 法 と して広 く利用 さ れ て い る が、 こ の 方法 に 関

す る 正 式 な手引書 もな く、適用 の 方法、調査 の 方 法、結 果 の 判定 な ど は 、 調査者に よ っ て ま ち ま

ちで あ っ て 、 調査 診断の信頼性が各方面 か ら問題 視 され て い た 。 本委員会 で は 、
こ の よ うな背 景

を踏ま え て 、 サ ーモ グ ラ フ ィ ー法 に よ る建物 外 壁 調 査方法 に 関 す る 試 案 を作 成す る こ と と し た 。

（2 ）試案 の 目次

　　　 1 ．適 用 範囲 　 　 　 　 4 ．装 置 　 　 　 　 7 ．適 用 の 限界

　　　 2．用 　語 　　　　　　　　5 ．調査 方法 　　　　　　　8 ．記 　録

　　　 3 ．原　 理　　　　　　　　　6 ．画像 処 理 方法

（3 ）試案 の 概 要

　 （a ）適用範 囲

　本 試 案は、建物 の 外壁 モ ル タ ル 、
タ イ ル 仕上 げ な ど の 浮 き （剥 離 ）を サ ーモ グ ラ フ ィ

ー法 に よ

っ て 調査 す る 方法 に つ い て 規 定 し た もの で あ り、躯体 コ ン ク リー トの 表面劣 化 な ど の 調査 に も準

用 で き る。

　 （b ）試験 方法

　サ ー モ グ ラ フ ィ ー法 に よ る建物外壁 の 調査 ・診 断手順 の フ ロ ーチ ャ
ー ト を図

一6 に 示 す 。 調査

方法は 、 現地調査 作業 と画像 処 理作業 に 分 け ら れ 、赤外線 セ ン サ
ーと 画像化す る た め の 装 置で構

成 さ れ る赤外線 映像 装置 を用 い て調査 を行 う 。 本 調査 に 先立 ち 、 サ
ーモ グ ラ フ ィ

ー法 の 適用 性 を

確 認す る こ と を 目的 と し て 、予 備調査 を実施 し、綿密 な 調 査 計 画 を立 て る 。 サ ーモ グ ラ フ ィ
ー法

の 現 地 調査 は、天 候 に左 右 さ れ 、ま た 、分割 し て 撮影す る こ とが多い の で 、十分 な調査計画に 基

調
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ー法に よ る外壁 調査 の フ ロ ーチ ャ

ー ト
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づ き、的確 に効 率 よ く進 め る 。 壁体 に 入 射す る太 陽エ ネ ル ギ ーは、季節 、天 候、時刻、壁 面 方位

な ど に よ っ て 変化 す る た め 、対 象 の 壁体 の 測定 時間 を あ ら か じめ 計画 し て お く。 同 じ壁 面 に お い

て も気象 の 変化 や 時間 の 経 過 に よ り壁面 の 受け て い る条件ず相違 す る た め、そ の 都 度 部分打診 を

行 い 、調査 基準点温 度 を把 握 し て お く必要 が あ る 。

　 （c ）画像処 理 ・解析

　浮 き （剥離） 部分 の 抽出、 2 値化お よ び 剥離図 の 作成 を 目的 と して 、まず 、 画像 の 形状 ひ ず み

補 正、位 置合わ せ 、 合成な ど の 幾何的補 正 を行 う 。 次 に 、部分打 診法に よ っ て確認 し た壁面 の 健

全 部 に お け る表面 温度 と熱画 像 な ど か ら 画像 の 特 徴領 域 の 抽 出 を行 い 、背景除去、 2 〜3 値化 な

ど の 過程 を経て 、浮 き （剥離） 部分 、特定領 域 の 面積お よ び推定剥離 図面 を出力す る 。

　 （d ）適用 の 限界

　サ ーモ グ ラ フ ィ
ー法 に よる調査 の 精度 は 、 多 く の 要 因 に よ っ て左右 さ れ る た め、次 の よ うな 事

項 に 十分 留 意す る 必 要 が あ る 。

　1．季節、天候 、時 間、気温 、赤外 線 カ メ ラ の 位置 、仕 上 げ材の 種類お よ び色調 、建物 の 暖冷房

機 器 の 発熱 な ど の 影響 を受け る こ と 。

　2．隣接建 物と の 距離 、 形態、壁 面 の 方位 、最 高高 さ に 適用 限 界 が あ る こ と。

　 3，雨、風 の 強 い 日 は 測 定 が 困難 で あ る こ と 。

　 4．壁面 と赤外線カ メ ラ と の 間 に樹 木 、 添架物な どの 障害物 が あ ると測定 で きな い こ と 。

　5．ベ ラ ン ダ 、 袖壁 、庇 な ど の 突起 物 が あ る 場合 は 測定 が 困難 な こ と 。

　 （e ＞記録

　調査 建物の 概 要、外壁 仕上 げ材 の 種類 、調査 日 時 ・場所 、 天候 、 調査 方法 、 使用 装 置 、 調査 結

果 、判定 結果 な ど を 記録 す る 。

　 5 ，あ と が き

　上 記 の よ うに 、 本研究委員会で は コ ン ク リート の非破壊試 験 法 に 関す る技術 の 現 状 の 把 握 と問

題点の 抽出 、 各種試験方法の 標準化 な ど に 取 り組 ん で きた が 、・こ の 種 の 試験 方法を 信頼 で き る 技

術 と し て 位置 づ け る た め に は 、さ ら に 検討す べ き事項 も多 い
。 例 えば、各非破壊試 験 方法 の 精 度

向上、高性 能検査 機器 の 開発 、一連 の 構 造物調査 ・診断シ ス テ ム に お け る 非破 壊試 験法 の 位 置 づ

け の 明確化 、
エ キ ス パ ー トシ ス テ ム を適 用 した評 価 ・診断方法 の 確立 な ど で あ る 。

こ れ ら の 点 に

つ い て は 、今後 の 研 究 の 進展 に 期待 し た い
。

　本委員会の 終了 に 当た り、 終始熱心 な ご協 力 をい ただ い た委員各位 に 深甚 の 謝 意 を表す る 。
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